
令和３年度活動報告

（１） 広報活動

（２） 取締り活動

（３） 公共事業違反ゼロPT及び審査の迅速化PTの取組み

（４） 活動の効果検証

（５） 活動の効果測定
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資料１



（１） 広報活動 （街頭ＰＲ等）

月 行 事

４ ・高速道路利用協同組合における啓発及びパトロール（通年 岐阜県トラック協会）

５ ・春の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA10カ所）
・春の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （名古屋高速・愛知県高速隊と合同）
・コンテナツイストロック街頭取締りに合わせた特殊車両適正化広報 （15日 鍋田ｼｬｰｼﾌﾟｰﾙ 愛知県トラック協会・運輸・地整）

６ ・特殊車両取締り（各県警察・ネクスコ・名古屋高速・運輸局・中部地方整備局）通年

７ ・夏の交通安全運動にあわせた合同啓発活動 （名古屋高速・愛知県高速隊と合同）
・夏の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA10カ所）

８ ・道路ふれあい月間の期間中、来庁した特車申請者にリーフレットを配布 （名古屋市）
・道路ふれあい月間に合わせた啓発活動 チラシ・グッツ配布 （静岡県）
・国際海コンの陸上における安全輸送マニュアル一部転記の安全啓発活動 （三重県トラック協会・静岡県トラック協会）

９ ・秋の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （名古屋高速・愛知県高速隊）
・秋の交通安全運動に合わせた車限令違反に対するチラシの配布 （ネクスコ中日本名古屋支社×各SA,PA10カ所）

１０ ・適正重量遵守に係る荷主業界向け啓発チラシの配布 （三重・静岡県トラック協会）
・トラックの日フェア
・特殊車両取締（名古屋市）
・中部地方一斉取締（各県警察・ネクスコ・名古屋高速・運輸局・中部地方整備局）
・公共事業における大型車両適正運用一斉点検（ネクスコ中日本・各県・政令市）

１１ ・コンテナツイストロック街頭取締りに合わせた大型車両適正化広報 （愛知県トラック協会・運輸局・中部地方整備局）

１２ ・年末の交通安全運動に合わせた合同啓発活動 （ネクスコ中日本名古屋支社・名古屋高速・愛知県高速隊）
・荷主向け特車制度広報啓発（名古屋商工会議所）
・中部建設フェアで荷主向け特車制度の啓発チラシ配布（中部地方整備局）
・PA・道の駅「志野・織部」他2カ所で特車指導を実施し啓発チラシ配付（中部地方整備局）

１ ・公共事業における大型車適正運用一斉点検（中部地方整備局）
・工事業者に対し特殊車制度啓発チラシ配布（静岡県）

２ ・運送/荷主対象過積載防止啓発チラシ配布（三重県トラック協会）
・トラックフェアにおいて中部地方整備局の協賛ブースを設けての大型車通行適正化チラシの配布（愛知県トラック協会）
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2青文字は、実施できた活動。

灰色文字は、コロナ感染予防対策のため中止した活動。



（１） 広報活動 （講習会等）

月 行 事

４ ・「管理業務初任者研修」資料配布＜県事務所、市町＞ （三重県）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

５ ・特殊車両通行許可申請業務研修会 ＜市町村初心者向け＞ （愛知県）
・車両制限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）
・講習会（制度概要） （愛知県トラック協会・岐阜県トラック協会・三重県トラック協会・静岡県トラック協会）

６ ・特殊車両通行許可申請業務研修会
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

７ ・特殊車両通行許可申請業務勉強会 ＜市町村向けパソコン使用＞ （岐阜県）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

８ ・特車講習会 （愛知県トラック協会・岐阜県トラック協会・三重県トラック協会・静岡県トラック協会）
・海上コンテナ安全輸送啓発グッズの作成・配付 （ 静岡県トラック協会）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

9･10 ・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）
・特車制度勉強会及び公共事業における特車運用状況一斉点検（各県・政令市）
・特車講習会（愛知県トラック協会）

１１ ・名古屋市道路工事関係者への大型車の適正運用講習会 （名古屋市 ・ 中部地方整備局）
・特殊車両制度勉強会（愛知県トラック協会）
・特車申請許可業務合同勉強会（中部地方整備局・関東地方整備局）
・高速道路における車両制限令違反にかかる意見交換会（岐阜県トラック協会）

１２ ・講習会（特車の適正運用と申請要領） （９日 愛知県トラック協会）
・講習会（特車通行許可オンライン申請勉強会 ６日三重県トラック協会）
・特車新制度講習会（各県・政令市）

１ ・特車制度勉強会（日本陸送協会中部支部）
・youtubeによる特車新制度説明（２６日～各県トラック協会）
・交通警察官に対する特殊車両教養 （愛知県警察学校 ・ 愛知県警察本部 ・ 中部地方整備局）

２ 新たな特殊車両通行制度「特殊車両通行確認制度」説明会および質疑応答会（各県トラック協会）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社）

３ ・講習会（TV会議） （岐阜県トラック協会 ・静岡県トラック協会）
・車限令違反者講習会 （ネクスコ中日本 名古屋支社） 3

青文字は、実施できた活動。
灰色文字は、コロナ感染予防対策のため中止した活動。



（１） 広報活動 （広報媒体活用）

月 行 事

４
・過積載防止をHP及びSNS（Twitter・Facebook）に掲載、道路情報板への掲示 （通年 名古屋高速）
・HPにコロナ禍物流に係る特殊車両通行許可事務取り扱いについて掲載 （静岡トラック協会）

５
・過積載防止をHPへ掲載、SA,PAの情報板にて違反防止を掲示 （通年 ネクスコ中日本 名古屋支社 ・ 東京支社）
・特車制度広報啓発チラシ掲載（静岡県トラック協会）

６ ・交通事故防止対策委員会で広報活動（岐阜県トラック協会）

７ ・取締り実施結果のツイッター発信 （通年 中部地方整備局・国道事務所）

８ ・道の駅「いが」において道路パトロール出発式に併せて協議会チラシ掲示（中部地方整備局国道事務所）

９ ・交通事故防止対策委員会で広報活動（岐阜県トラック協会）

１０

・会報誌への啓発チラシ掲載（愛知県トラック協会）
・トラックの日にちなみ駅ニュースビジョン、新聞掲載による広報（岐阜県トラック協会）
・協議会チラシの庁舎来客用ラックへの配架（浜松市）
・一斉取締り実施結果をHP掲載（NEXCO・中部地方整備局）
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・HPへ「特殊車両通行許可における通行条件の見直し」に関する意見募集について掲載（静岡県トラック協会）
・交通事故防止対策委員会で広報活動（岐阜県トラック協会）
・合同取締の実施写真等をSNSに掲載し、違反防止の啓発を行う。（通年 名古屋高速）
・荷主あての啓発として、協議会作成のチラシを配布し、大型車の通行制度の啓発（三重県トラック協会）

１２
・過積載防止啓発チラシ会員宛配布 （愛知県トラック協会）
・HPに協議会啓発チラシ、通行条件の合理化の掲載（静岡県トラック協会）
・メールマガジン・HPへ啓発記事掲載（名古屋商工会議所）

１
・広報誌に協議会啓発チラシを掲載（静岡県トラック協会）
・合同取締結果のSNSによる情報発信（通年 名古屋高速）
・会員へ荷主向け特車制度広報啓発チラシ配布（中部経済連合会）

２ ・広報誌へ「誘導車配置条件改正」について掲載（静岡県トラック協会）

３

・有料広告活動（業界紙・荷主向け啓発広告掲載 中部地方整備局）
・交通事故防止対策委員会で広報活動（岐阜県トラック協会）
・過積載防止啓発チラシ＜荷主・運送事業者向け＞（愛知県トラック協会・三重県トラック協会）
・過積載防止WEB掲載（愛知運輸支局）
・過積載防止チラシ広報（愛知県・岐阜県）
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（１） 広報活動 （中部地方整備局の活動）

～

○ 講習会の実施

2021.11.17 名古屋市工業研究所

～ 令和３年度の取り組み事例 ～

○ 施策の浸透率の向上・特車の違反率減少等、これまでの地道な取り組みには一定
の成果が認められている。

○ 広報媒体活動

2021.12.14～15日 建設技術フェア専用ブースでのPR活動

○ 広報活動の実施

名古屋市の講習
会において建設関
係者に対し、特殊車
両通行制度につい
て講義をして適正な
大型車両の運用に
理解を深めた。

中部地方整備局専用
ブースにおいてETC2.0
の運用例（特車新制度・
特車ゴールド制度）の広
報及び協議会チラシを配
付。



■ 道の駅での広報啓発活動

■ 新聞各紙へ掲載し、特車制度の情報 ・ 制度の周知

■ 特車取締結果の情報

SNS、ツイッター、WEBなどでの広報各種活動を情報発信

（１） 広報活動 （中部地方整備局での活動）

6

道の駅「いが」での道路パトロール出
発式に併せて協議会チラシの掲示と
案内をして大型車両の通行適正化意
識の醸成を図った。

（11月一般紙、3月業界紙に掲載）
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中部地方整備局

道路

道路利用の適正化

建設工事関係者のための特殊車両通行ハンドブック

ダウンロードできます。

大型車通行適正化

（１） 広報活動 （中部地方整備局での活動）

大型車通行適正化
のWEBページ
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東海商工会議所連合会（名古屋商工会議所）

荷主の大型車通行制度へ
の理解を深めるため全会員
に啓発用チラシを配布し
た。

○名商ボード、メールマガジンに
掲載広く社会に向けた周知活動

（１） 広報活動（各委員の活動）

中部経済連合会

一般誌、業界新聞へ協議会
で作成したチラシを掲載し、
荷主への大型車通行制度
の周知を図った。

一般新聞・業界新聞へ掲載NEXCO中日本

NEXCO中日本のHPに取締活

動状況を掲載して大型車両の
適正通行の意識の醸成を図っ
た。
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無許可や条件違反、積載超過車両を一掃
11カ所一斉取締りを実施

計測台数２８台 違反検挙台数１０台
（措置命令３台、警告７台）

中部地方整備局、中部運輸局、高速道路各社、警察で連携して同時取締

・ 令和３年10月28日 （木） 14：00  ～ 16:00

・ ５県、１１箇所の国道及び高速道路に於いて

（２） 特殊車両の現地取締り

3
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事務所名 名　　　称 路　線 住　　　所 備考

1 多治見 河合車両計量所 19号　上 岐阜県土岐市泉町大字河合字七反田

2 岐阜 垂井チェーンベース 21号 下 岐阜県不破群垂井町

3 高山 船津パーキング 41号　上 岐阜県飛騨市神岡町船津

4 名古屋 舞木車輌計量所 １号　上 愛知県岡崎市舞木町字野添

5 浜松 道の駅「掛川」 1号　下 静岡県掛川市

6 三重 三雲特殊車両基地 23号　上 三重県松阪市中道町花の木

7 飯田 新開車両計量所 19号　下 長野県木曽郡木曽町新開字栗本

8 名古屋高速 大山川料金所 名古屋高速 愛知県西春日井郡豊山町

9 NEXCO富士 新静岡ＩＣ（入口） 新東名 静岡県静岡市葵区下

10 NEXCO浜松 藤枝岡部ＩＣ（入口） 新東名 静岡県藤枝市岡部町入野

11 NEXCO豊田 音羽蒲郡IC（入口） 東名 愛知県豊川市長沢町山之田

12 NEXCO一宮 関ヶ原IC（入口） 名神 岐阜県不破郡関ケ原町大字関ケ原

10月28日（木）中部地域特殊車両一斉取締りの実施場所

１
12

７

８

国土交通省 岐阜国道事務所

垂井チェーンベース

国土交通省 多治見砂防国道事務所

河合車両測量所

ＮＥＸＣＯ 中日本（新東名）

藤枝岡部ＩＣ料金所

国土交通省 名古屋国道事務所

舞木車両計量所

国土交通省 飯田国道事務所

新開取締基地
名古屋高速（小牧線）

大山川料金所

ＮＥＸＣＯ 中日本（東名）

音羽蒲郡ＩＣ料金所

10

９

ＮＥＸＣＯ 中日本（新東名）

新静岡ＩＣ料金所

11

６

国土交通省 三重国道事務所

三雲特殊車両基地

２

ＮＥＸＣＯ 中日本（東名）

関ヶ原IC料金所

４

５

国土交通省 浜松河川事務所

道の駅「掛川」

３

国土交通省 高山国道事務所

船津パーキング
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（２） 取締り活動 （特殊車両現地取締りの強化）

道路管理者、各県警察、中部運輸局と連携して現地取締を実施

取締りに当たっては事前に
綿密な打ち合わせにより連
携を図り、マスク、アルコー
ル消毒の励行等によるコロ
ナ感染予防対策を実施し
つつ、受傷事故防止に配
意して行われた。

重量超過などの車両は、減
載の措置命令を行うなど、事
業者に対し通行適正化の醸
成を図るとともに重大事故の
未然防止を行った。



直轄工事における特殊車両通行許可の確認等一斉点検の結果について

工事計画の打ち合わせ段階から
＜ チェックと指導を ＞

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み

11



中部地方整備局 直轄工事点検結果 （令和３年度）

■調査期間 令和３年４月１日から 令和４年２月９日まで
■調査対象 道路部及び河川部等における直轄公共工事で特車の使用が認められるもの
■点検検査数 【合計】 ５４工事箇所
■点検結果 全ての工事に法令違反が認められなかった（概ね良好であった）

100%

0%
一斉点検の結果

おおむね良好 一部不適切

指摘すべき事項
① 運搬資機材ごとに運搬計画を作成

し、施工計画書に記載までがされて
いない。

② 運搬車両の確認方法や確認頻度
について資機材ごとに記載がされて
いない。
（特記仕様書 第1-1-1-32条 6項）

③ 許可証の確認が運搬予定日の概ね２～
３ｹ月前にされていない。

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み

12

全ての工事に法令違反は無かった



公共事業違反ゼロＰＴ活動
NEXCO、名古屋高速、各県、名古屋市、静岡市、浜松市で２１箇所を実施

点検結果：良好を確認した

ハンドブック P43

13

（３） 公共事業違反ゼロPTにおける取組み

すべての管理者におい
て、特記仕様書に基づき
通行許可証及び通行状
況の確認をした。



（３） 審査の迅速化PTにおける取組み

■ ドライバー不足等に伴う車両の大型化の進展により、特車通行許可件数はH27から約1.7倍に増加した
■ 増加を続ける申請件数とオンラインシステムの導入に伴う事務内容の変更による審査日数の長期化を
防ぎ更なる短縮をするためにも審査を迅速化する取り組みが必要である

特殊車両通行許可申請に対する「審査の迅速化PT」の取組み

今後も更なる短縮化をするため「審査の迅速化PT」の継続が必要
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ドライバー不足に伴う車両の大型化と通行
適正化の醸成により、H27から許可件数が約
1.7倍に増加

申請件数が増加とオンラインシステムの導入
をした中、迅速化の取り組みにより、昨年同期
に比べ4.0日の短縮に成功

直近21.9日
（R2.12）

全国許可件数の推移 全国審査日数の推移

最長55.6日

（H30.1 ）



愛知県トラック協会での特車制度研修会

会員事業者向けに特車制度について研
修を行い大型車両の適正な運用の醸成
を図った。

コロナ感染予防対策のため会場での受講
者を減らしWEB受講を同時に行った。

三重県トラック協会での申請要領勉強会

感染予防対策のため人数制限をして協
会員に対し勉強会を開催し、特殊車両通
行許可制度と申請要領について理解を深
めた。

（３） 審査の迅速化PTにおける取組み

トラック協会主催の各種勉強会を開催し特殊通行制度と申請要領の理解を深め通
行許可申請時の不備をなくし審査の迅速化を図った。

15



16

無許可
39%

連結違反
5%

経路

違反
18%

車両諸元

違反
21%

通行条件

違反
3%

許可証不

携帯
14%

7%

中部地域における現地取締り違反内容

令和２年度 令和３年度

中部地域

他県地域

38%

中部地域
他県地域

44%
５６% 62%

○違反別

昨年に比べ無許可違反の割合が増加して全体の約６割を占めており、引き続き大型車の通行
制度について広報し遵法意識の醸成が必要。

○地域別

（４） 活動の効果検証 （現地取締りの分析・違反構成）

44%

【中部地域（愛知、岐阜、三重、静岡県）と他県ナンバー（トラクタ）との割合を示す】

無許可
61%

連結違反
2%

経路違反
13%

車両諸

元違反
22%

通行条件

違反
0%

許可証不

携帯
2%

実施回数81回 実施回数59回
違反台数62台違反台数74台 ※令和4年1月末現在
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90

100

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和１年 令和2年 令和3年

H27年の違反構成率を「100」とする

各 年 度 の 指 数 推 移96
93

（違反構成率44％）

56

（年度）

（４） 活動の効果検証 （現地取締りの分析・違反構成率）

※ 違反構成率＝計測台数に対する違反台数の割合

増
加

発足後

大型車両通行適正化協議会発足後、取締強化の法整備と関係機関の取組みを
行い違反構成率は毎年減少してきたが、今年度は昨年比10ポイント増加した。

増加した要因は明確ではないが、今年度は、新型コロナウィルス感染防止対策
により減少した広報啓発活動の再開など遵法意識の向上に取り組む必要がある。

大
型
車
両
適
正
化
協
議
会
発
足
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100

82
77

65

（違反構成率68％）
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中部における特殊車両通行許可件数の推移

[発足前]

[発足後]

発足前 発足後

大
型
車
両
適
正
化
協
議
会
発
足

R3

中部地方整備局では、R3
年度の許可件数がH27年
度（協議会発足時）に比
べR4年１月末現在で既に
57％の伸び率となってい
る。

 協議会発足前（５年間）より協議会発足後（5年間）では許可件数が約1.8倍
 協議会における街頭PR活動、講習会等の広報活動や現地取締り活動の効果

特殊車両通行許可件数

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（４） 活動の効果検証 （特殊車両許可件数の推移（中部））

23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 1年 2年 3年 合計

許可件数 50,205 48,229 54,982 58,621 67,190 73,509 85,673 95,150 111,545 132,871 117,896 938,452

R2
※ R3は、4月～翌年１月末確定分（年度）



0

10

20

30

40

50

60

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

H2
4.

4月
H2

4.
6月

H2
4.

8月
H2

4.
10

月

H2
4.

12
月

H2
5.

2月
H2

5.
4月

H2
5.

6月
H2

5.
8月

H2
5.

10
月

H2
5.

12
月

H2
6.

2月
H2

6.
4月

H2
6.

6月
H2

6.
8月

H2
6.

10
月

H2
6.

12
月

H2
7.

2月
H2

7.
4月

H2
7.

6月
H2

7.
8月

H2
7.

10
月

H2
7.

12
月

H2
8.

2月
H2

8.
4月

H2
8.

6月
H2

8.
8月

H2
8.

10
月

H2
8.

12
月

H2
9.

2月
H2

9.
4月

H2
9.

6月
H2

9.
8月

H2
9.

10
月

H2
9.

12
月

H3
0.

2月
H3

0.
4月

H3
0.

6月
H3

0.
8月

H3
0.

10
月

H3
0.

12
月

H3
1.

2月
H3

1.
4月

R元
.6

月

R元
.8

月

R元
.1

0月
R元

.1
2月

R2
.2

月

R2
.4

月

R2
.6

月

R2
.8

月

R2
.1

0月
R2

.1
2月

R3
.2

月

R3
.4

月

R3
.6

月

R3
.8

月

R3
.1

0月
R3

.1
2月

平
均
審
査
日
数

許
可
件
数

平均審査日数 許可件数

19

特車通行許可の審査日数の推移

約22日

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

最大約56日

R2年度

迅速化に向けた取組み

R3年度

（４） 活動の効果検証 （特殊車両許可審査日数の推移（全国））



0.4%

0.6%

0.2%

6%

5.3%

7.5%

16%

14.5%

16.8%

29%

31.5%

26.5%

31%

33.8%

27.7%

15%

13.4%

15.9%

3%

0.9%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

物流関係者

非物流関係者

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)

（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート・R4年1月実施）

大型車の通行適正化に係る法令の知識や特車申請、特車違反の取締に係る知識を問うアンケートを実施
サンプル数：2,000人（岐阜、静岡、愛知、三重県在住者）
設問内容：大型車両通行適正化と特車申請、道路構造の保全に関する事項
属 性：物流関係者及び非物流関係者を対象

◆性別 ◆年代

◆居住地 ◆物流関係者の内訳

20

71%

83%

59%

29%

17%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

物流関係者

非物流関係者

男性 女性

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)

25%

17%

33%

25%

25%

25%

25%

41%

10%

25%

16%

33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

物流関係者

非物流関係者

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)

48%

37%

15%

物流会社
トラックドライバー
荷主（輸送・保管など、物流業務の依頼主）

N=965
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（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）

• 全体を見ると、道路等が老朽化している問題について“全く知らない”の回答割合は約28％となっている。一方で、老朽化の原因の
一つに超重量車両の影響があることについて、“全く知らない”の割合は約42％となっており、特に非物流関係者（一般の方）で
“全く知らない”が51％と広報活動の必要性をよりうかがえる。

• →老朽化に対する広報は、継続的に必要となっており、特に非物流関係者（一般の方）への広報の強化する必要がある。

Q2.道路（橋梁含む）の老朽化の原因の一つに、超重量車両の影響があることをご存じですか。

18%

25%

12%

30%

35%

26%

42%

33%

51%

9%

7%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

物流関係者

非物流関係者

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)

23%

28%

18%

38%

39%

37%

28%

24%

31%

11%

8%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

物流関係者

非物流関係者

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)

【道路の老朽化に係る知識】
Q1.全国的に道路（橋梁含む）等が老朽化している問題をご存じですか。

■知っている
■聞いたことがある

が内容は知らない
■全く知らない
■関心が無い

■知っている
■聞いたことがある

が内容は知らない
■全く知らない
■関心が無い



【大型車の通行適正化に係る法令に関する知識】
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（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）

• 公道を通行する車両の重量・長さの上限が法令で決められていることについて、業務分野別で見ると、物流関係者は内容も知ってい
る”の割合が約39％、非物流関係者は、“聞いたことがない”の割合が約39％になっている。
⇒ 物流関係者の理解度は約4割、非物流関係者の不認知度約4割となっており、物流関係者、非物流関係者共に広報活動

の必要がある。

Q3.前項のため、公道を通行する車両の重量・長さの上限は法令で決まっています。このことを知っていますか。

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

【業務分野別】

【参考：過年度調査結果】
※R3年度から物流、非物流関係者の分析のため、概ね1:1のデータ収集を行っており、
R2年度以前とは、属性が同一ではないことから単純な対比は行いません。
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（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）

• 車両に積むことができる荷物の長さ・重さの上限が法令で決められていることについて、R3では“聞いたことがある”、“聞いたがことがな
い”の回答割合が増加。業務分野別で見ると、物流関係者は “聞いたことがある”の割合が約45％、非物流関係者より約3２％高
くなっている。

⇒ 物流関係者でも内容を理解しているものは、過半数に届かず、非物流関係者では、約３割が聞いたことがないと回答され、広報活
動を継続するとともに、物流関係者、非物流関係者の各々広報内容を対象と目的を変化させた広報が必要となっている。

【大型車の通行適正化に係る法令に関する知識】
Q4.同様に、車両に積むことができる荷物の長さ・重さの上限も法令で決められています。このことを知っていますか。

【参考：過年度調査結果】

【業務分野別】

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

※R3年度から物流、非物流関係者の分析のため、概ね1:1のデータ収集を行っており、
R2年度以前とは、属性が同一ではないことから単純な対比は行いません。
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• 特殊車両通行許可申請に係る知識について、特殊車両通行許可申請による通行許可が必要であることを“聞いたことがある”物流
関係者は約79％を占めており、 “内容も知っている”物流関係者は約34％を占めている。

• 一方、通行許可申請がオンラインで可能であることを“聞いたことはない”物流関係者は約46 ％となっており、特殊車両通行許可申
請のオンライン化が進んでいることの認知度は、物流関係者でも過半数に達していない。

（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）
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Q6.通行許可申請時の作業効率化のため、現在特車申請はオンラインで行うことが可能となっています。このことを知っていますか。

Q5.前述の規定以上の車両・積荷での走行には、特殊車両通行許可申請(以降、特車申請という)による通行許可が必要であることを知っ
ていますか。

【特殊車両通行許可申請に係る知識】

約46％

約79％
■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない
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• 特車通行許可申請に関する知識について業種別に見ると、特殊車両通行許可申請による通行許可が必要であることを“聞いたこと
がある”割合はトラックドライバーが最も多く約84％であった。

• 荷主に関しては聞いたことがある割合が50%と多いが内容を理解しているのが24%と物流会社、トラックドライバーも少ない。
• 一方、通行許可申請がオンラインで可能であることの認知度は、物流会社、トラックドライバー、荷主とも大きな差は見られない。

（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）
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Q8.通行許可申請時の作業効率化のため、現在特車申請はオンラインで行うことが可能となっています。このことを知っていますか。 （業種別）

Q7.前述の規定以上の車両・積荷での走行には、特殊車両通行許可申請(以降、特車申請という)による通行許可が必要であることを知っ
ていますか。（業種別）

【特殊車両通行許可申請に係る知識：業種別】

約84％
■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない
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（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）

• 特殊車両通行許可申請に係る知識知識について、 「特殊車両通行確認制度」が令和4年4月1日から始まることを“聞いたことがあ
る”物流関係者は約39％、 “知っている”物流関係者は13％となっており、認知していない人が過半数を占めている。

• また、業種別に見ても、物流会社、トラックドライバー、荷主とも全体の構成と大きな差は見られない。
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約39％

約41％

Q9.ETC2.0装着車を対象に、あらかじめ特殊車両を登録しておくと通行できる経路が即時に確認できる「特殊車両通行確認制度」が令和
4年4月1日から始まることを知っていますか。

【特殊車両通行許可申請に係る知識】

【業種別】

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

約37％

約37％



30%

29%

24%

33%

36%

41%

36%

35%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物流会社

トラック
ドライバー

荷主

(N=362)

(N=141)

(N=462)

18%

29%

7%

32%

36%

29%

50%

36%

63%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

物流関係者

非物流関係者

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)

（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）

• 道路構造物に与える特車違反に係る知識について、全国で特車違反の取締が行われていることを “聞いたことがある”物流関係者
は約65％を占めている。

• また、業種別に見ても、物流会社、トラックドライバー、荷主とも全体の構成と大きな差は見られない。

Q10.特車違反者を無くすため、全国で特車違反の取締が行われていることをご存じですか。
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【特車違反の取締に係る法令に関する知識】

約65％

約65％

【業種別】

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

約63％

約65％



36%

36%

25%

32%

40%

40%

31%

23%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物流会社

トラック
ドライバー

荷主

聞いたことがあり内容も知っている
聞いたことはあるが内容は知らない
聞いたことはない(N=362)

(N=141)

(N=462)

21%

35%

8%

33%

36%

30%

46%

29%

62%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

物流関係者

非物流関係者

聞いたことがあり内容も知っている
聞いたことはあるが内容は知らない
聞いたことはない

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)

（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）
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約71％

【業種別】

• 道路構造物に与える特車違反に係る知識について、違反確認時には荷主の情報を聴取していることを“聞いたことがある”物流関係
者は約71％を占めている。

• また、業種別に見ると、違反確認時には荷主の情報を聴取していることを“聞いたことがあり内容も知っている”割合は、物流会社、ト
ラックドライバーがやや多く約36％となっており、一方で、荷主の理解度は25%と荷主の方への理解度を高める広報も引き続き行う
必要がある。

Q11.違反確認時には、運転者だけで無く荷主の情報も聴取していることをご存じですか。
【特車違反の取締に係る法令に関する知識】

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない

■聞いたことがあり内容も知っている
■聞いたことがあるが内容は知らない
■聞いたことはない



47% 46% 49%

32%
36%

29%

39%
43%

35%

46% 44% 49%

26% 27% 25%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

合計 物流関係者 非物流関係者

HPによる情報提供 ラジオCM SNSによる情報提供 イベントの実施 その他

N=2,000(複数回答可) N=965(複数回答可) N=1.035(複数回答可)

【違法な重量超過車両を減らすための対策に係る意見】

（５） 活動の効果測定（一般向けWebアンケート）
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Q12.道路の老朽化問題や重量オーバーの違法な走行実態について
広く国民の皆様にしっていただくには、どのような取組を実施すると効果
があると思われますか。（いくつでも）

Q13.日頃、最もよく利用（閲覧）しているSNSは次のうちどちらです
か。

• SNSの利用状況について、物流関係者、非物流関係者ともにLINEの利用率が約40％と最も高く、次いでYouTubeとなっている。
その他については利用しない人が大半を占めていた。

• 違法な重量超過車両を減らすための対策に係る意見については、 業種による違いは見られず、「HPによる情報提供」や「イベントの
実施」が広報効果が高いとする意見が最も多く、次いで「SNSによる情報提供」が多くなっている。

【SNSの利用状況】

11%

11%

12%

5%

5%

4%

12%

10%

13%

40%

38%

42%

30%

34%

26%

2%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

物流
関係者

非物流関係者

Twitter Facebook Instagram
LINE YouTube その他

(N=2,000)

(N=965)

(N=1,035)



42%

5%
24%

5%
4%
4%

3%
13%

n=149

テレビCM
テレビニュース

テレビその他

道路やSAなどでの掲示

罰則の強化

荷主、運送業者への啓発

取り締まりの強化

その他

テレビ関係…71%

（５） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

国民の皆様に知らせる努力
よりも荷主に法的罰を与えれ
ば済む問題。
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【その他の意見】

▼ 自由意見

• その他の意見については、テレビ関連が約71％を占めており、中でもテレビCMが最も多くなっている。次いで道路やSAでの注意喚
起、罰則の強化や荷主・運送業者への啓発が効果的であるという意見が多い。

• その他、ネット広告やチラシの配布、試験や講習の実施という意見もあった。

Q11.道路の老朽化問題や重量オーバーの違法な走行実態について広く国民の皆様にしっていただくには、どのような取組を実施すると効果があると
思われますか。（いくつでも）

【違法な重量超過車両を減らすための対策に係る意見】

【その他】
（2票以下）
• ネット広告
• Youtubeでの放送
• 世帯にチラシ配布
• 駅前などでのビラ配り
• 各市区村町の広報誌

回覧板での周知

• 運行管理の試験
• 免許更新時の講習ビ

デオに加える
• トラック協会の広報紙
• 必要ない



（５） 活動の効果検証（一般向けWebアンケート）

 大型車通行適正化に関する物流関係者の理解度、非物流関係者（一般の方）の
制度や道路の老朽化に対する認知度ともに過半数に達していない。

 特殊車両通行許可申請の認知度は約80％を超えているが、オンライン申請や特殊車
両通行確認制度の認知度は低い。

 違法な重量超過車両への効果的な対策として、「HP・SNSによる情報提供」や「イベ
ントの実施」といった意見が多い。

 また情報提供媒体としては、テレビの他に、LINEやYouTube等の広告を利用すること
も有効と考えられる。

・SNSなどの広報活動を強化し、荷主や運送事業者への遵法意識の
醸成と一般の方への認知度の向上を図る。
・効果的な取締り方法を検討し、公共事業違反ゼロPTの活動を強化。

アンケート結果のまとめ
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令和４年度活動方針

１．広報計画

２．現地取締りの推進

３．公共事業違反ゼロPT及び審査の迅速化PTの取組み

４．今後の協議会運営

1

資料２



1. 広報計画（各委員の取組み・上半期）

街頭ＰＲ 講習会等 広報媒体活動

４月 大型車通行適正化に向けた取締り（通年）
（各県警察・ﾈｸｽｺ・運輸局・中部地方整備局）

・初任者向け研修会
（三重県）

・メルマガ・会報誌への掲載
（名古屋商工会議所）

５月 ・海コン街頭取締り
（愛知県トラック協会）

・春の交通安全運動
（名高速・愛知県警高速隊・ネクスコ名古屋）

・特殊車両通行許可手続き説明会
（三重トラック協会）

・初任者向け研修会
（愛知県）

・過積載防止啓発のHP掲載、情報板の掲出
（名古屋高速公社） （通年）

６月 ・情報便覧収録作業研修会（愛知県・静岡
県）
・特殊車両通行許可事務の担当者研修会
（静岡県）

・車両制限令順守啓発のHP掲載、SA,PA,の情報
板にて違反防止の提示(通年）
（ネクスコ名古屋）
・情報板にて車両制限令順守啓発の掲示（適宜）
（ﾈｸｽｺ名古屋）

７月 ・夏の交通安全運動（名高速・愛知県警高速
隊・ﾈｸｽｺ名古屋）

・特車申請担当者勉強会（岐阜県） ・取締り実施結果ツイッター （通年）
（中部地方整備局 ・ 国道事務所）

８月 ・道路ふれあい月間「道の日」イベントでの啓
発チラシ配布 （静岡県）

・いが道の駅キャンペーン
（三重県トラック協会）

・全ト協特車講習（TV講習）＜初・中級＞制
度概要・オンライン申請要領

・特殊車両通行許可事務の担当者研修会
（静岡県）

・道路ふれあい月間に合わせ、特車窓口でリーフ
レットの配布（名古屋市）

・岐阜県過積載防止連絡協議会でのチラシ配布
（岐阜県トラック協会）

９月 ・秋の交通安全運動（名高速・愛知県警高速
隊・ﾈｸｽｺ名古屋）

2各取り組み時期は暫定



1. 広報計画 （各委員の取組み・下半期）
街頭ＰＲ 講習会等 広報媒体活動

10月 ・トラックの日啓発チラシ配布
（三重県トラック協会）

・特車講習会
（愛知県トラック協会）

・SNS、HPへの掲載
（岐阜・三重県トラック協会）

・メルマガ・会報誌への掲載
（名古屋商工会議所）

11月 ・海コン街頭取締り
（愛知県トラック協会）

トラックフェスタで啓発チラシ配布
（三重県トラック協会）

・車限令違反者講習会 （毎月実施予定）
（ﾈｸｽｺ名古屋）

・トラック事業共同組合講習会（適宜開催）
（ネクスコ名古屋）

・メルマガ・会報誌への掲載
（中部経済連合会）

・取締り実施結果ツイッター （通年）
（中部地方整備局 ・ 国道事務所）

12月 ・年末の交通安全運動
（名高速・愛知県警高速隊・ネクスコ名古屋）

・公共事業者に対し荷主向け啓発チラシの配
布（静岡県）

・特車制度講習会
（愛知・三重県トラック協会）

・啓発チラシを会員宛配布
（愛知県トラック協会）

過積載防止啓発のHP掲載、情報板の掲出（通年）
（名古屋高速公社）

1月
・特車申請要領講習会

（三重県トラック協会）

・HPへ「好取組」の掲載案内PR 
（愛知県トラック協会）

２月 ・過積載防止啓発チラシ配布(運送/荷主対象)
（三重県トラック協会）

・HP・SNS・ｔwitterに啓発配信
（愛知県トラック協会）

３月 大型車通行適正化に向けた取締り（通年）
（各県警察・ﾈｸｽｺ・運輸局・中部地方整備
局）

・電光掲示板「過積載防止」啓発 （浜松市）
・愛知県過積載防止連絡会議より要請文発信
（運輸局）各取り組み時期は暫定 3



より効果的な取締り活動の推進 「関連箇所取締り」の継続

◇ 取締りにおける違反率の低下等、これまでの取り組みに一定の成果が認められている一方で、
未だ違反通行車両は存在しており、今後も効果的な取締りを推進する必要かある。

◇ 一斉・合同取締りと個別取締りの長所を生かした「関連箇所取締り」を実践し、効果を上げる。

 令和４年度の方針
各道路管理者が関係機関と連携・調整を図りながら、「関連箇所取締り」を実施

し、情報発信をすることで、より効果の高い取締りを推進する。

4

関連箇所取締りの推進

種別 長所 短所

一斉・合同

取締り

・高い広報効果
（報道されやすい）
・高い波及効果

・遊撃的な実施が困難
・違反実態に即さない
可能性

個別取締り
・遊撃的な実施が可能
・違反実態に即した
取締りが可能

・広報効果が限定
（報道されにくい）
・波及効果が限定

関連箇所

取締り

・高い波及効果
・違反実態に即した
取締りに近づく

・関係機関との調整

２．現地取締りの推進



２．現地取締りにおける車両選定方法

5

◇ 車線規制式（検問型）
車線を1車線に絞り込み、選定員との連携により対象車両を引き込む

◇ 車両選定式（機動力の発揮型）
綿密な打ち合わせをして対象車両を手前から選定し、測定場所まで誘導する

取締方法別 メリット デメリット

車線規制式 １車線に絞り込み安全 渋滞が発生する場合がある

車両選定式 手前から車両の選定が可能 引き込みの交通誘導が長くなる

それぞれのメリット・デメリットを生かした現地取締りの実施を図る



6

３. (1)公共事業違反ｾﾞﾛPT活動方針（案）

◇ 中部地方整備局管内の現地取締では、違反構成率が年々減少を継続している
◇ 大型車両の通行適正化に関する活動は、年間計画とおり実施され成果が挙がっている

中部地方整備局 県・政令市 高速道路会社・公社

○ 特車取締りの実施
・現地取締り強化
・WIM取締り強化

○ 特車制度の周知徹底
・街頭活動
・広報活動

○ 公共工事の現場点検
○ 各種情報提供
○ 他機関支援

・他機関との連携
○ 会議の開催

○ 公共工事の現場点検
○ 特車取締りの実施
○ 特車制度の周知徹底

・各種講習会
○ 広報活動の強化

・ツイッター等SNS
・チラシ等の作成
・テレビ、ラジオ

○ 特車取締りの強化
○ 大型車両に配慮した

SA・PA等の整備
○ 広報活動の強化

・ツイッター等SNS
・電光掲示板
・横断幕、懸垂幕
・テレビ、ラジオ

○ 工事現場等の点検

中部地方整備局管内の特殊車両業務取り扱い事務所

○ 更なる大型車両の通行適正化
○ 重大な交通事故等の抑止（継続）

更なる定着を図る



広報活動 SNS・WEBページ、会報誌・広報誌の活用

• 自治体広報誌等の誌面を借りて協議会の取り組みを周知
 協議会参加の自治体の他、市町にも働きかけ、年に1回程度広報誌への掲載を検討
 SNS・WEB・会報誌ページ ～ チラシサイズ等、スペースに合わせて事務局から素材を提供可能

7
一般新聞用広告

荷主向けチラシ

業界紙向け広報



広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進

ホームページ掲載企業 R４．１現在 （累計）

ホームページ掲載までのスケジュール

協 会 名

愛知県ﾄﾗｯｸ協会 ５

岐阜県ﾄﾗｯｸ協会 ８

三重県ﾄﾗｯｸ協会 ２

静岡県ﾄﾗｯｸ協会 ５

8

特殊車両の適正運行の促進　好事例

関連サイト 松永運送 有限会社

☑確認の徹底（A）　　　☑教育強化（B）　　　☑情報の共有（C）　　☑荷主への対応（D）　　　□その他（E）

・「安全第一」・「迅速（機動力）」・「丁寧（正確）」 の３つをモットーに

会 社 概 要
弊社は主に土木・建設・産業機械、他には鉄筋・敷鉄板・鉄骨などの重量

物、ボート・船・プラント工場のタンクも運搬いたします。

岐阜県を中心に、東海地区、日本全国どこへでも輸送致します。

コンプライアンスを遵守の基、各車輌の乗務員・作業員は「礼儀正しさ」

「さわやかな笑顔」を大切に、お客様のニーズにお答えできるよう、

各種車両を取り揃えて安全性は基より正確な技術で、より安全で確実な

輸送業務に対応します。

取 組 概 要

通行許可の申請にあたっては、積載物の諸元により分解運搬、必要によっては進入路等における細部についてまで荷

主様と打ち合わせ、積載物・目的地の確認がとれ次第、専属スタッフ２名でほぼ即日に申請書を作成・提出している。

取組③ 安全大会でのディスカッション状況

年１回行う安全大会や適時行う安全会議や朝礼において、ドライバーに対し特車に関する法律や制度の改正等はもちろ

んドライバーとしての交通法規や、タイムリーな出来事、季節に応じた話題を取り入れる他、トラックが関わるヒヤリ

ハットの共有を行うことで、職員全体の安全意識を高め各種事故防止を図るとともに、社会人としての常識を持った職員

の育成にも努めている。

運行前点呼は、運行指示書、特車許可証の諸元・通行経路を元に運管管理者と対面にて実施し、打合せにあたっては、

事前に下見を行った通行ルートの写真や動画を活用し、よりイメージしやすく、ドライバーが安全に運行出来るように

努めている。

取組➀特車諸元内であるかの計測の実施

事例① 迅速な通行許可証の作成（D）

事例② 出発前点呼・打合せ（A・C）

事例③ ドライバーへの安全教育の管理徹底（B）

取組②運行前のルート等の確認状況

事例④ 管理による安全対策（A・D）

ドライバーの健康状態の管理はもちろん、保有する車両の安全管理のため、計画的に点検整備を実施している他、出

発後もGPS付きのデジタコ・ドラレコを使って安全に運行しているかの確認と運行指示書とおりに時間・経路が守られ

ているか事務所にて把握している。

特殊車両の適正運行の促進　好事例

関連サイト 　→

☑確認の徹底（A）　　　☑教育強化（B）　　　☑情報の共有（C）　　□荷主への対応（D）　　　□その他（E）

株式会社　野田クレーン　URL:http://www.noda-crane.co.jp/

豊富な知識と経験をもとに特殊機材開発と最新技術の導入により難易度の高い工事に迅速対応

会 社 概 要

クレーンリース業を主として、昭和41年に設立し、現在は橋梁架設工事の専門

会社として全国各地の大型建設工事現場で活躍しています。

橋梁架設工事において、大型重機はもとより、運搬、架設、資材、施工・管理

に至るまで、ニーズに合わせて迅速に対応できることが特徴です。

今後も、自社開発した特殊資材や機械による新工法の提案など、街と街、人と

人をつなぐ橋梁架設工事という環境創出プロジェクトの柱となるべく社会貢献

に取り組んでいきます。

取 組 概 要

取組③特殊車両の安全通行の教育状況

安全大会や安全会議、朝礼において、ドライバーに対し特車に関する法律や制度の改正等の他、弊社及び他社の事故事例研究、

タイムリーな出来事、季節に応じた話題を取り入れる他、トラックが関わるヒヤリハットの共有を行うことで、職員全体の安全意

識を高め各種事故防止を図るとともに、社会人としての常識を持った職員の育成にも努めている。

担当運転手単位にi-Padを配備して、特殊車両通行許可証を電子化したデータをWi-Fi環境下であればどこでもダウンロードして

経路及び地図など許可証の内容を確認できるようにして許可証の携帯と内容参照の簡易化を図り、適切な運行管理に努めている。

また、運行時は特車課スタッフから運転手へLINEにより経路の許可状況や規制情報をリアルタイムで共有することで会社全体で連

携した安全運行に努めている。

取組➀スタッフによる特車申請書作成の状況

事例① 迅速・正確な通行許可申請書の作成（A）

事例② 通行許可内容の共有

事例③ ドライバーへの安全教育の管理徹底（B）

取組② i -PadとLINEを使用した許可内容の確認状況

事例④ 管理による安全対策（A・B）

ドライバーの健康状態の管理はもちろんアルコールチェックを実施し、又保有する車両の安全管理のため、計画的に点検整備を

実施している他、出発後もGPS付きのデジタコ・ドラレコを使って安全に運行しているかの確認と運行指示書とおりに時間・経路

が守られているか事務所において把握している。

通行許可の申請にあたっては、日々、保有するクレーンなどの分解運搬の方法や諸元の確認などをきめ細かくしている。また、

公道走行に必要なコンプライアンスの専門スタッフとして社内に「特車課」を設けて迅速で正確な特殊車両通行許可の申請を行っ

ており、申請に関する相談にも応じ適正な通行制度の遵守に努めている。



中部地方整備局

道路

大型車通行適正化

修正
道info
大型車通行適正化

特殊車両適正運行に対する企業の好事例集

道路部 ページから直接好
事例集を開くことができます

TOP

企業の好事例集

広報活動 好取組の共有による大型車両適正化の促進

中部地方整備局HP内「道路部」のサイトから直接好事例集にアクセスできます

9



広報活動 愛知県トラック協会HP （NEWS・トピックに案内を掲載）

■ HP画面への簡素化
スマートホンのコードリーダから
直接閲覧可能なアイテム採用

好取組みを募集する「お知らせ」の
用紙に添付

◇ 好取組の共有による大型車両の適正化を図るため
◇ 多くの会員に周知する新たなアイテムを採用した

10



広報活動 大型車通行適正化に対するアクセス回数の向上

月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 合計

回数 ２８３ ２６４ ２２６ ２３８ ２０１ １８１ １７９ ９４ １１８ １２５ １０３ １０８ ２１２０

0

50

100

150

200

250

300

12月 1月 ２月 ３月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

ホームページへのアクセス数

毎月のアクセス数

2021年
1/1から

2021年
12/31まで

７/1
２期追加

公募 公募

◇ イベント実施時や参加企業がない時期はアクセスが減少
◇ 会報誌・SNS等への掲載案内によりアクセス数の増加を目指す

特殊車両適正運行に対する企業の好事例集 ホームページ掲載から1年間の状況

企業の好事例集 １年間のアクセス回数 ： 2120回
１日の平均アクセス回数 ： ６ 回 11



12

国交省 中部地方整備局 土木工事特記仕様書 ～抜粋～

公共事業違反ゼロＰＴにおける取り組み

契約書面等への大型車適正化通行に関する「許可取得義務」「通行状況確認義務」記載状況

NEXCO
東京支社

NEXCO
名古屋支社

名古屋高速 愛知県 岐阜県 三重県 静岡県 名古屋市 静岡市 浜松市 中部地整

許可取得
義務

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

通行状況
確認義務

○ ○ ▽ ○ ▽ ○ ○ ○ ○ ○ ○

凡 例 ○＝実施済み ▽＝契約書への記載はないが事務連絡等により確認することとしている

（令和3年12月現在）
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公共事業違反ゼロＰＴにおける取り組み

■ 公共工事に対する現場点検実施 令和４年１月末現在
実施済機関 ： 全機関において実施済み

■ 令和４年度も、公共事業違反ゼロPTの全機関において実施を継続

建設工事関係者のための特殊車両通行ハンドブックを活用した現場点検の実施



3.(2) 令和４年度 審査の迅速化活動方針（案）

◇ 審査の迅速化への取組みは、今後も継続する必要がある
◇ オンラインシステムを活用しつつ、更なる迅速化を目指す上では、各組織での意識改革と

取り組みの定着が必要

中部地方整備局 県・政令市 高速道路会社・公社

○ 審査の迅速化
○ 個別協議の迅速回答
○ 各種情報提供
○ 他機関支援

・ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ活用支援
○ 会議の開催

・審査の迅速化PT
○特車通行確認制度の

充実した利用に向け
た取組みの推進

○ 審査の迅速化
○ 個別協議の迅速回答
○ 各種情報共有
〇 各ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ活用促進
○ 管内市町村の支援

・マニュアル等整備
・担当者のｽｷﾙｱｯﾌﾟ

○道路情報便覧収録の
推進

○ 審査の迅速化
○ 個別協議の迅速回答
○ 各種情報共有
○ 迅速化資料等整備

・マニュアル
・車両寸法早見表

中部地方整備局管内の特殊車両審査事務所

○ 審査の安定的な迅速化
○ 更なる個別協議の迅速化

ｵﾝﾗｲﾝ個別協議ｼｽﾃﾑを活用した上で
短縮の定着を図る

14



15

審査の協議有無 平均の最大値 直近（R３.12） （参考）H23年度

直轄のみ（協議なし） 26.8日（H30.1） 6.7日 10.1日

直轄・自治体（協議あり） 67.3日（H30.1） 25.3日 22.6日

２ 更なる迅速化の取り組み
◯ 申請・個別協議オンラインシステムによる審査に対して迅速化支援
◯ PTを通じて、自治体の審査の迅速化支援を加速
◯ 協議が長期化、協議件数が多い団体

１ 現状（審査日数）

☆ 重点的かつ緊急的に具体的な対策を講じる

3.4日短縮

審査の迅速化ＰＴにおける取り組み

ヒヤリング

実態把握 遅延の要因
ツールの提供
迅速化支援

審査の迅速化

聞き取り

審査体制
助言指導
Q&Aの共有

活用資料

情報不足

（審査マニュアルの提供・審査要領等）

（全国平均値）



特車通行許可申請に対する今後の迅速化取り組み

令和４年度の特殊車両通行許可申請に対する「審査の迅速化PT」の取組み

令和４年４月１日 新制度運用開始

■ 特車通行確認制度の利用を促進
・ 新制度を事業者にとって使いやすい制度とするには、ラストワンマイルの道路情報の電子データ化を充実することが重要
・ 通行許可制度の審査の負担を軽減し審査日数を短縮する

16

大幅な審査平均日数の短縮を実現できた

■ 今後の取り組み重点
①道路情報便覧収録カ所の早期選定・検討を図る
② 申請者要因の長期化案件の一つとして、申請内容の不備による差し戻しがあるため、トラック協会の協力を得て勉強会等を実施し、

申請者側のスキルアップを図る。
③協議回答に時間のかかっている申請案件に対しては、引き続き事務局（中部地方整備局）と該当する県の担当者で共有し、県からヒ

アリング等を実施して改善策を一緒に講じる。
④ 自治体オンラインシステムの個別協議効率的な使用方法について情報共有をしていく

■ これまでの審査の迅速化に対する取組みについて
① 各整備局において「審査の迅速化PTを設立」（H30.11.20)
② 審査の迅速化対策（各種制度（法・通達）改正、事務連絡等による「確認の簡素化」「許可期間延長」「基準の緩和」等）
③ 審査体制の強化
④ 自治体等への支援（問題点の洗い出し、マニュアル等資料提供等）



4. 今後の協議会運営
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今後の協議会運営

「好事例」の共有
大型車の適正化

公共事業
違反ゼロPT

審査の迅速化PT

大型車両通行適正化に向けた中部地域連絡協議会
ステップ３の継続

◯街頭PR
◯講習会
◯新たな

媒体活用

◯ 現場点検
◯ 一斉取締り
◯ 関連箇所に

よる取締り
◯ 自治体におけ

る広報活動

◯ 審査の迅速化
・各種勉強会
・オンラインシス

テム活用推進
・道路情報便覧
収録の推進

・道路管理者
・警察

・道路管理者
・関係行政機関

（随時） （随時） （随時）

◯ 「好事例」
・ 公募
・ 選考委員会

・ﾄﾗｯｸ協会
・中部地整

（年１回程度）

広報活動

（継続）

（年２回）

・協議会
全体

18

継続的かつ主体的な取り組み広く社会向け
広報展開



その他

最近の話題

1

資料３



車 適 理 的 誘 に 導 け 
誘 等 導 と 導 車 置 

誘 車 置 

『特殊車両の通行に係る誘導等ガイドライン』 

誘導車の役割や誘導の方法、特殊車両の通行方法等の基本的な事項を明確化しましたので、
誘導車の運転者及び特殊車両の運転者は、あわせてご参照下さい。 
【URL】 http://www.tokusya.ktr.mlit.go.jp/PR/pdf/yudo_gaidorain.pdf 

 
 

 
 

 

（注）・   特殊車両で特に大きなものや重いものを運搬させようとする者等は、誘導車や誘導員の追加配置の必要性を検討し、適
切に配置することが必要です。また、誘導車の運転者、誘導員、許可車両の運転者は、それぞれの役割・ 対応 
について、認識を合わせて下さい。 

• やむを得ない場合には、道路管理者の判断で誘導車の追加配置等の条件が付されることがあります。 
※  改正から 1  年間は、従前の例によることができることとし、既に改正前の規定に基づき条件を付された許可に係る通

行についても、改正後の規定に基づく条件の適用を受けることができます。 

令和３年３月２９日以降、 

①誘導車の運転には講習が必要

となり、②特殊車両の前後に

必要であった誘導車の配置が、 

基本的に前方又は後方の１台 （注）
 

になります。 
 
 

また、 特殊車両の運転者の

役割も明確化しましたので、

誘導車と連携し、 安全な

通行等をお願いします。 

誘導車を適切に配置しましょう！ 
※ 特殊車両の通行許可に誘導車の配置条件が付されたにもかかわらず、

誘導車を配置していない場合は、通行条件違反となります。 

特特殊車両両のの適切切かかつつ合合理的なな誘導に向向けてて 
～～誘導等ガガイイドドラライインンのの作作成成と誘誘導車のの配配置条条件件のの改改正正～～ 

令和4年3月28日で誘導車配置条件改正（令和3年3月29日施行）に伴う経過措置
期間が終了します。

１．誘導車の配置条件等に関する改正の経過措置期間終了

以降は、誘導車講習を受けていない者が1台で誘導した場合は、許可条
件違反となります。
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 (
誘導車を適切に配置しましょう！
※
特殊車両の通行許可に誘導車の配置条件が付されたにもかかわらず、誘導車を配置していない場合は、通行条件違反となります。
)



 (
令和３年３月２９日以降、
①誘導車の運転には講習が必要
となり、②特殊車両の前後に
必要であった誘導車の配置が、
基本的に前方又は後方の１台
 
（注）
になります。
また、
 
特殊車両の運転者の役割も明確化
しましたので、
誘導車と連携し、
 
安全な通行等をお願いします。
)

（注）・   特殊車両で特に大きなものや重いものを運搬させようとする者等は、誘導車や誘導員の追加配置の必要性を検討し、適切に配置することが必要です。また、誘導車の運転者、誘導員、許可車両の運転者は、それぞれの役割・ 対応

について、認識を合わせて下さい。

· やむを得ない場合には、道路管理者の判断で誘導車の追加配置等の条件が付されることがあります。

 (
『特殊車両の通行に係る誘導等ガイドライン』
誘導車の役割や誘導の方法、特殊車両の通行方法等の基本的な事項を明確化しましたので、
誘導車の運転者及び特殊車両の運転者は、あわせてご参照下さい。
【
URL
】
 
http://www.tokusya.ktr.mlit.go.jp/PR/pdf/yudo_gaidorain.pdf
)※		改正から 1  年間は、従前の例によることができることとし、既に改正前の規定に基づき条件を付された許可に係る通行についても、改正後の規定に基づく条件の適用を受けることができます。





·  (
バー
)特殊車両を運転するドライバーの方へ !!



★ 通行条件の見直しにより、特殊車両の通行方法も明確化しました。

★ 特に、条件の付いた橋梁等に進入する際には、自ら前方の他の車両との距離を十分に確保する等して、同一径間内を他の車両と同時に通行しないことが必要です。





·  (
誘
)誘導を他の事業者に外注する方へ !!



★	通行が終了するまでの間、以下の方法等により、誘導車の運転者の受講修了を必要に応じて確認できるようにして下さい。

· 受講修了書の写しを事前に提出させ、控えておくこと。

· 誘導車の運転者が、本人の受講修了書を携行していることを確認しておくこと。

※取締時等において確認できない場合は、通行条件違反となります。









·  (
誘
) (
バー
)誘導車を運転するドライバーの方へ







★誘導車を運転する前に、

国土交通省が無償で提供する


オンライン講習は、令和2年 12月 25日から開始されます !!



[image: ]オンライン講習等の受講が必要です。

〈国土交通省が定める講習一覧〉

【URL】https://www.mlit.go.jp/road/tokusya/haitijoken/koshu/
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２．特殊車両通行制度の概要（既存の許可制度と新制度が併存）

実
際
の

通
行

行
政
の
手
続

/

通
行
時

通
行
後

申 請
（１経路毎）

許 可 （申請した１経路のみ）

通行可能な経路を回答 （ウェブ上で即時に地図表示）

車両の登録
（１回のみ）

審 査 協議（地方公共団体）

決裁・許可証発行

通 行
（許可を受けた１経路を通行可）

通 行
（回答を受けた経路を通行可）

経路 重量

申請内容
車両情報 ETC2.0

入力情報
重量記録

保存方法

車両情報 発着地

約
30
日

即
時

※国土交通大臣は、登録等の事務を一定の要件を満たす法人に行わせることが可能

情報が電子データ化された道路について国が一元的に処理

WIM（自動計測装置）による取締り

特殊車両通行確認制度(新制度)

・ETC2.0を活用した経路確認

・運送依頼書等による重量確認

取締基地における取締り

※手作業

特殊車両通行許可制度
特殊車両通行手続き制度

経路の検索（確認の求め） 入力情報

（ウェブでいつでも検索可能） 発着地 経路 重量

・取締基地における取締り
・WIMによる取締り

（（令
和
元
年
度
）

• 道路法等の一部を改正する法律（令和２年法律第３１号）により創設
（公布：令和２年５月２７日 施行：令和４年４月１日）
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経路検索結果画面

経路検索結果画面
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特殊車両通行確認制度の手数料

■車両登録の手数料

• 申請（登録）1件（1台）につき 5,000円（5年間有効）

トレーラは手数料不
要※有効期間はなし

トレーラ

登録の手数料は、車両1台につき5,000円（５年間有効）。
ただし、連結車の場合はトラクタ単位となる。（特車許可制度の手数料と同様）

下記の場合：(単車1台+トラクタ3台)×5,000円（5年間有効）＝20,000円

単車 トラクタ

6



※1 重要物流道路・大型車誘導区間を除く便覧収録道路
※2 いずれも一年間有効とし、ラストマイル以外は、主要道路（重要物流道路・大型車誘導区間）を基本として構成

通行可能経路の確認方法について

• 通行可能経路の確認方法は、①2地点双方向2経路検索 と ②都道府県検索 があり、
特殊車両通行確認制度の利用者（以下、「利用者」という。）の通行形態に応じて選択可能。

• 一度確認した通行可能経路に、追加して経路を確認することも可能。

＜便覧収録道路※１＞

：追加経路
：ラストマイ
ル

凡例

＜重要物流道路・大型車誘導区間＞

：主経路
：代替経路
：渡り線

検索方法 内 容 基本的な検索 経路を追加時の検索（手数料は別途発生）

①2地点双方向
2経路検索※2

○ 出発地から目的地までの
主経路 と 代替経路
（それぞれ双方向）を確認

〇 主経路・代替経路をつなぐ
渡り線（双方向）も
あわせて確認

出
発
地

＜主経路＞

＜代替経路＞

目
的
地

＜主経路＞

出
発 ＜代替経路＞

地
新たな目的地

目
的
地

②都道府県

検索※2
○ 出発地、目的地を含む

都道府県内の道路網 を確認

＜一の都道府県の区域＞

出発地

目的地

＜一の都道府県の区域＞

出発地

目的地

新たな目的地
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特殊車両通行確認制度の手数料

■通行可能経路確認の手数料

• 通行可能経路の確認は、確認１件につき手数料が発生。
• 通行可能経路確認の手数料は、検索方法によって異なる。

※実車空車の経路確認を行う場合は、実車/空車それぞれに手数料が発生（特車許可制度の手数料と同様）。

通行可能経路確認手数料は、車両の確認１件ごとに手数料が発生。
ただし、連結車の場合はトラクタ単位となる。（特車許可制度の手数料と同様）

検索方法 内容 手数料

2地点双方向
2経路検索

ラスト

ラスト マイル
マイル

2地点間の主経路及び代替経路
(渡り線含む)(双方向)を同時に確認

○ 確認 1件につき 600円
（1年間有効）

都道府県検索

ラスト ラスト

マイル マイル

都道府県内の主要道路すべてを一括し
て 検索・確認
(主要道路＝重要物流道路・
大型車誘導区間)

○ 確認 1件につき 400円
(1都道府県あたり)（1年間有効）

※連接する都道府県を同時に確認する場合、
5県目からは300円/県、15県目からは200円/県）

追加経路
一度確認した経路に追加して経路を確
認
(目的地や経由地の追加等)

○ 確認 1件につき 100円
(経路延長10kmまで)（1年間有効）

※延長が10㎞を超える場合は、10㎞ごとに100円 8



• 特殊車両通行確認制度は、特殊車両通行許可制度と比較して、オンラインシステムで即時に通行可能経
路の 検索結果を確認することが可能であり、使い勝手が良い手続きとなっている。

• 特車通行確認制度の手数料は1件（主経路・代替経路・渡り線）につき600円で、複数経路を通行することが可能となる。

特殊車両通行制度の比較

特車通行確認制度(新制度)

〇早い

［オンラインシステムで即時に確認
〇簡単

［システムが自動的に経路を検索］
［車両登録は初めの一回だけ］

〇便利

［複数経路（双方向）を一度に確認］

※道路事情に応じて柔軟な経路選択を可能に

〇情報が電子データ化された道路、
登録基準値内の重量・寸法の車両に対応

確認の手数料
2地点間双方向2経路検索の場合:確認1件につき 600円
都道府県検索の場合:確認1件につき 400円

(都道府県あたり)
追加経路検索の場合：確認1件につき 100円

（経路延長10㎞まで)
※延長が10㎞を超える場合は、10㎞ごとに100円

（基本検索の場合、別途、車両登録手数料が必要）

特車通行許可制度

〇審査に時間がかかる

［申請から許可まで約1ヶ月※］
〇申請手続きが煩雑

［申請者が経路を細かく指定］
［申請の都度、車両諸元を入力］

〇許可経路が固定的

［1経路（片方向）ごとに許可］

〇すべての道路、すべての車両に

対応 許可の手数料

1経路につき 200円
（道路管理者が複数にまたがる場合）

※令和元年度実績
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特車通行確認制度の運用方法

■登録車両の通行に関する確認等

• 通行可能経路とは、利用者が「確認の求め」を行った経路について、国土交通省令に
基づき 通行可能と判断した経路のことを呼ぶ。

• 通行可能経路の対象となる経路は重要物流道路と大型車誘導区間を基本とする。

【通行可能経路】
• 通行可能経路の対象となる経路は、判定基準を定めている道路であり、ラストマイル以外等は

重要物流道路と大型車誘導区間を基本とする。

• 確認の求めにおける、出発地および目的地からの最寄りの重要物流道路と大型車誘導区間の交差点

にて、 基本となる通行可能経路を構成する。

• 出発地および目的地の交差点は、便覧収録道路上の交差点のみ指定可能であり、

出発地から目的地までの経路が電算算定可能で個別協議対象箇所がないことが通行可能経路「有」の条件とな
る。 ※令和４年４月１日時点の状況であり、今後変更がある。

＜ご留意いただきたい点＞
• 試行時は、申請者が未収録道路上の出発地及び目的地を指定した場合、多くの申請者に経路検索を

経験いただけるよう、システム上、自動的に出発地及び目的地を直近の収録交差点に変更する仕様となっておりま
す。

• 令和４年４月１日の本格運用時には、機能改修し、申請者が未収録道路上の出発地及び目的地を指定すること

が できない仕様となります。

• なお、登録車両を未収録道路上の出発地及び目的地を結ぶ経路を通行させる場合には、上記の収録交差点を
出発地及び目的地とする通行可能経路の回答（600円/件）に加え、別途未収録道路上の出発地及び目的地

を 結ぶ経路の許可（200円/片道×２=400円/往復）が必要となります。

• この場合、確認制度を利用せず（通行可能経路の回答なく）、未収録道路上の出発地及び目的地を結ぶ経路

の 許可（200円/片道×２=400円/往復）のみでも当該経路の通行は可能です。
10
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